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3.  全体取りまとめ 
  

 

(1) 公知情報、公表データの活用 

再生可能エネルギー発電については、発電事業を実施する際の規模や事業の性格に

応じたデータ収集が重要である。 

無論、収集するデータは詳細かつ具体的であればあるほど良いが､データの中には

個人情報が含まれるなど公表されていないものがある上、土地等の賦存状況や利用状

況等は変化するため、常に新しいものを活用することが重要である。この点、公知情

報は定期的に更新されることが多いことから、これを活用することは有効である。さ

らに、こうした公知情報の活用に際しては、データ購入費がかけずに検討が可能であ

るというメリットがあり、今後広く日本全国で検討を行う際の一つの重要な要件とな

ると考えられる。 

 

(2) 事業化に向けた検討 

事業化に向けては、採算性やそもそもの系統連系可能性という具体的な検討が必要

である。これは、それまでの試算のレベルからはるかに精緻でかつ多くの関係者を巻

き込んでの議論が必要となる。このことを踏まえると、利用可能性（ポテンシャル）

推計も精緻な試算に陥りがちであるが、本調査は具体的な検討の前段で活用するもの

であり、事業を行う地点等のある程度の目安をつけるための材料と位置付けて活用す

ることが有効である。 
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参考 

 

 

 

■ 漁港・漁場 

既存データの収集 

漁港は地方公共団体が管理をしており、漁港用地(公共用地)の中での施設建設は

一般的には漁業協同組合等が行っている。漁業協同組合等は漁港管理者である地方

公共団体から漁港用地の占用許可を受け、占用料を支払っている。また、漁業権の

区域内の漁場については、漁業協同組合が管理している。 

このため、漁港の再生可能エネルギーの利用については、管理者である地方公共

団体と利用者である漁業協同組合等が中心となり検討することが想定される。 

しかしながら、東日本大震災の影響により、岩手県、宮城県、福島県の漁港はほ

とんどが被災し、復旧・復興は予定されているものの、現調査時点では土地利用や

施設建設についての具体的な計画、数値の入手はまだ困難な状況にある。また、漁

場についても、漁業協同組合からの資料入手は困難な状況である。 

このため、本調査においては、復旧・復興後の調査手法の活用等を念頭に、漁港

管理者である各県の担当課、および市町村については各県の担当課への依頼により

入手可能であることを確認した。 

 

【データの把握】 

╴ 水産庁ウェブサイトで公表する漁港とその所在地の情報を基に以下の手順で整理

する。（水産庁：漁港一覧 

http://www.jfa.maff.go.jp/j/gyoko_gyozyo/g_zyoho_bako/gyoko_itiran/sub81.html ） 

╴ 漁港は都道府県及び市町村にて管理されているため、漁港用地の用途別利用面積、

又は用途別利用計画面積について、各都道府県の漁港管理部署に情報提供を依頼

する。  

╴ 漁港用地の用途別計画面積は、調査時点での必要面積であるため、実際の用地利

用についての情報を得るため、漁港用地等利用計画面積を問い合わせた都道府県

の漁港管理部署に、市町村等で管理している漁港占用用地面積内訳(業者等に貸与

している用地面積)について情報提供を依頼する（個別の都道府県・市町村毎に情

報を取扱う部署等が異なるため、まず都道府県の担当課に照会したのちに情報を

提供頂く形を想定）。 
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 この森林区分に注目した理由には、以下の二つがある。 

 

 理由１： 天然林と比較して造林・育林コストをかけずに再生産できる環境が整っ

ているため（既設林道を利用可能であることなど） 

 理由２： 伐採搬出コストを低減することを想定し、例えば皆伐施業といった大規

模な集材による環境影響が天然林に比較して小さく抑えることが可能で

あるため 

 

 なお、この議論の前提には、宮城県では造林未済地（低採跡地）が天然更新しやす

いという事実（参考図２を参照のこと）があり、他県については、地域性を考慮した

慎重な議論を要するところである。 

 

参考図２ 宮城県の造林未済地における天然更新の状況 

 

 

 

 以下、この資源を有効活用するための最適解の導出を試みた。 

【論点】
宮城県では、天然更新により造林未済が解消している
樹種が、「スギ・ヒノキ」→「その他広葉樹」に転換している

造林未済地等現況調査　総括表 都道府県 宮城県

（１）平成２３年３月３１日現在の造林未済地面積 （単位：ha）

平成２１年３月３１日現在 解消面積② 残存面積③ 平成２１年４月１日以降新たに 平成２３年３月３１日現在の

の造林未済地面積① （①－②） 発生した造林未済地面積④ 造林未済地面積（③＋④）

111.63 75.29 36.34 217.98 254.32

※１　平成２１年３月３１日時点の造林未済地①の面積は、平成２１年５月８日付け事務連絡の調査結果と整合のこと。

※２　解消面積②は、平成２１年３月３１日時点の造林未済地のうち、平成２３年３月３１日時点で解消された面積を記載（様式２の人工林の集計）。

※３　残存面積③は、平成２１年３月３１日時点の造林未済地のうち、平成２３年３月３１日時点で解消されていない面積となる（様式２の人工林に係る残存面積）。

※４　④は、平成２１年４月１日以降新たに発生した造林未済地の面積を記載（様式３の人工林の伐採後経過年数３年以上の集計）。

（２）平成２１年３月３１日現在と比較して平成２３年３月３１日現在の造林未済地面積が増減した主な要因

　木材価格が長期にわたり低迷しているため、森林所有者等が主伐による収益が十分に得られず、再造林の実施経費が確保できないことから、再造林を含む林
業経営に対する意欲が減退しているため。

（資料提供）宮城県農林水産部林業振興課
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 参考図３は、宮城県の市町村別森林資源構成表より集計したものである。成長スピ

ードが急激に鈍化する第 7 齢級の手前で収穫するのが、資源の最適運用のシナリオと

考えられる。 

 

参考図３ 宮城県広葉樹人工林その他広葉樹の齢級別成長量 

 

 

 参考図４も同じく宮城県の市町村別森林資源構成表より集計したものである。第 7

齢級で皆伐すれば、70m3/ha のロットで収穫できることを示している。 

 

参考図４ 宮城県広葉樹人工林その他広葉樹の齢級別 面積当たり蓄積
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参考図５も宮城県の市町村別森林資源構成表より集計したものである。在庫量を示し

ている。 

 

参考図５ 宮城県広葉樹人工林その他広葉樹の齢級別蓄積

 

 

 

参考図６ 宮城県広葉樹人工林その他広葉樹の齢級別面積

 

 

宮城県内の在庫は、材積で 48.3千m3
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 次に市町村単位での分析を試みる。参考図７に示すのは、市町村単位で「広葉樹人

工林その他広葉樹の在庫と再生産力」を比較したものである。 

 「7 齢級以上の材積合計」を「取り崩し可能な在庫」、「6齢級以下の成長量合計」を

「再生産力」と見ている。参考図７の散布図では、市町村の平均値で四象限に区分し

ているが、右上の枠に入っている市町村が「広葉樹人工林その他広葉樹」のポテンシ

ャルが高いところである。 

 

参考図７ 広葉樹人工林その他広葉樹の在庫と再生産力 

 

（注）「6齢級以下成長量合計（m3）」と「7齢級以上材積合計（m3）」の双方がともに高い数値である市町村を選定

する参考とすることを目的としているため、平均値を上回る市町村名のみ明示している。 

 

 

 最もポテンシャルの高い栗原市に注目した場合、以下のような考察が可能である。 

栗原市では、年間 521m3の「広葉樹人工林その他広葉樹」を皆伐して

も蓄積は目減りしない。また、4,549 m3の在庫を取り崩すことも可能で

ある。合わせて、およそ 5千 m3となる。 

 これをセイホク株式会社の石巻工場にあるバイオマス発電所（出力

2,300kW）の燃料消費量で換算すると、約 459 時間分（≒19 日分）に相

6齢級以
下合計

材積
（m3）

面積（ha）
成長量
（m3）

1 仙台市 4,667 39 131
2 石巻市 3,454 31 58
3 塩竈市 293 2 0
4 気仙沼市 3,988 33 43
5 白石市 4,485 38 162
6 名取市 329 2 3
7 角田市 144 2 148
8 多賀城市 14 0 0
9 岩沼市 0 0 0

10 登米市 1,336 18 127
11 栗原市 4,549 40 521
12 東松島市 283 3 2
13 大崎市 6,746 60 262
14 蔵王町 824 8 40
15 七ヶ宿町 2,718 20 75
16 大河原町 32 0 1
17 村田町 343 4 39
18 柴田町 245 3 15
19 川崎町 2,696 29 164
20 丸森町 1,034 16 285
21 亘理町 55 0 2
22 山元町 24 0 2
23 松島町 153 2 11
24 七ヶ浜町 31 0 0
25 利府町 1,414 12 3
26 大和町 2,487 25 83
27 大郷町 453 4 4
28 富谷町 140 1 7
29 大衡村 750 6 18
30 色麻町 271 2 47
31 加美町 2,989 22 127
32 涌谷町 173 1 18
33 美里町 0 0 0
34 女川町 769 5 53
35 南三陸町 414 3 24

1,380 12 71

7齢級以上合計

平均

（参考） 絶乾重量を容積換算量： 針葉樹2.2m3/t, 広葉樹1.7m3/t
セイホクバイオマス発電所（2,300kW）では、燃料チップ使用量 6.5t/h
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当する。 

 ⇒ 「広葉樹人工林その他広葉樹」は、バイオマス発電所の燃料供給

元としての用途を考えた場合、既設の施設や他の用途との住み分け

を十分に考慮した設計が不可欠である。 

  

 


